
お客様ニーズ
会計業務を合理化・省力化
連結決算処理を短期間で行えるシステムへ
ライオンの主な事業内容は、歯磨きや洗剤といっ
た日常生活に密着した家庭品を始め、目薬や鎮
痛解熱剤等の薬品、化学品等の製造販売です。
のグループ会社が、多様な事業を支えていま

す。今回のプロジェクトは、これらのグループ会社
を含めた連結決算を、より円滑に行うためのもの
として計画されました。
従来のシステムは二つの課題を抱えていました。
「一つ目の課題として、それまでのシステムは、単
体決算のアウトプットを得ることを目的として作ら
れていた点が挙げられます。とはいえ、会計の諸
制度変更に合わせて連結決算での会計処理を
行わなくてはならない状況で、なんとかこれをシス
テムとして一貫して行えるようにできないかという
のが、テーマとしてありました。また別の課題とし
て、システムがブラックボックス化してしまっている
という点がありました。自社開発のシステムでした
が、システムの仕様がいわゆる属人化してしまっ
ており、システム構築当時のメンバーが退職して
しまったことも重なって、制度変更への柔軟な対
応が困難な状況になっていました」と、ライオン株
式会社経理部主任部員の竹生昭彦氏は語りま
す。
それまで連結ベースの数字を出すには、単体決
算のシステムで得られたアウトプットを元に情報を
手作業で作成しており、その工程が大きなネック
となっていました。
「連結決算での会計処理を、より効率的にスピー
ディーに行いたいというのが大きな目的でした。
連結ベースというキーワードに、効率化、早期化、
質の向上。この三つを目標として、新しいシステ
ムを構築したいと考えていました。問題を意識し
ていてもなかなか動き出すきっかけがなかったの
ですが、 年度から中期経営計画が始まると

と の連携により、効率よく、
スピーディーな連結決算処理。
経営戦略に活かせる数字として、データを提供

Overview

◆チャレンジ
グループ会社との連結決算をよりスピーディー
に行うため、ライオン株式会社（以下、ライオン）
では単体決算のシステムから、連結決算業務
の自動化が可能なシステムへの移行を決定。

年 月よりシステムの稼働を開始しました。
経理・財務の視点から経営計画を推進させるプ
ロジェクトの一環として、連結決算処理の早期
化実現と、グループ会社の経理業務の効率化
を目指し、プロジェクトはスタートしました。

◆ソリューション
今回ライオンが選択したのは、 の

と 経営的戦略管理 。
ハードウェアには、 　
が導入されました。

◆オンデマンド・ビジネスへの変革
中期経営計画の一環として、より早いデータ提
供と決算業務の効率化を目標に、新システムを
導入しました。連結決算業務を自動化し、単体
決算の各システムからデータを直接取り込むこ
とで、データ精度が向上。業務のスピードアップ
も実現しました。

◆価値あるイノベーション
実績、見通し、計画のそれぞれについて必要な
管理連結処理を、各グループ会社の財務デー
タを に取り込んで作成、各種
帳票を出力する仕組みを整えました。必要な時
にすぐにデータを参照できるようになったことか
ら、どんな状況にも、スピーディーかつ柔軟に対
応できる企業への変革が可能となりました。

◆効果
単体決算から連結決算へと、数字を受け渡す
際の作業が自動化されたことで、連結決算処
理のスピードアップが実現しました。リアルタイ
ムなデータの参照も可能になりました。必要な
時に必要なデータを得ることができるため、経理
処理も効率化され、これまで月内で偏っていた
業務の平準化にも効果を上げています。

◆ソリューション製品構成
・インダストリー：家庭品・薬品・化学品等の製
造販売
・ソフトウェア：
・ミドルウェア：
・ハードウェア：
・サービス： ビジネスコンサルティングサービ
ス株式会社



お客様導入事例取材先ご担当者：

ライオン株式会社統合システム部副主席部員日比野俊二氏

ライオン株式会社経理部主任部員竹生昭彦氏

いうことで、その中で検討を始めようということに
なったのです。中期経営計画として、収益構造の
改革、組織能力の向上を目指そうというテーマが
掲げられた中で、システム部門と経理部門から新
システムへの移行について上げたところ、承認さ
れ、計画がスタートしました」竹生氏

ソリューション
基本構想をじっくり検討、連結決算処理に
最適なシステムとしてSAPを選択
こうして全社的な経営計画の中で、新しい業務シ
ステムの検討が始まりました。最終的に、 パッ
ケージとして 、サービスベンダーとして
を選択した経緯について、ライオン株式会社統合
システム部副主席部員日比野俊二氏は次のよう
に語ります。「いくつかの会社から提案をいただ
いていましたが、パッケージの選定に関しては機
能比較を中心とした評価を行った結果、 を採
用しました。また、同じ を使うにしてもプロジェ
クトの進め方や管理の方法などは各社さまざま
であったため、最終的にはプロジェクト管理能力、
実行力を重視した結果、 を選定しました。
パッケージとベンダーの選定には迷うところもあり
ましたが、規模の大きなプロジェクトであったため
慎重に検討を行い、最終的には と とい
う最適な組み合わせを選定したと考えています。
この選定の背景には、以前のプロジェクトより培
われた との信頼関係も大きく影響していま
す。結果として、 のプロジェクトの体制や管
理能力、また納期や品質に対する意識の高さを
評価しています」
将来的な拡張性についても、議論があったと、竹
生氏は言います。
「今回 の および を導入した理由の
一つとして、将来性・拡張性を考慮したことが挙
げられます。実際に業務を行う立場の担当者に
もデモを見せていただき、新しいシステムの良さ
を伝えることができたのも、決め手の一つです。
実際に触れることで、これまでにない機能を知る
ことができ、システムの概要を理解することもでき
ました。ただし実際に使う現場に対しては業務フ
ローの大幅な変更が発生するため、システムに
慣れるまでのフォロー体制や、きちんとしたルール
が必要とも感じました」
また、従来のシステムで使用していた ホスト
への信頼性ということから、サーバーには

を使用。パートナーとなった ビジネスコン
サルティング サービス株式会社と共に、二人三脚
での導入プロジェクトがスタートしました。

導入効果
グループ会社に順次導入、
連結決算業務におけるデータの受け渡しが簡素化
月が年度決算のライオンでは、 年の 月

度が新システムで行う初めての連結処理となりま

した。またグループ会社全体への導入過程にある
ことから、本格的に自動化が進むのは 年度
以降になりますが、早くも効果は出始めていると、
竹生氏は言います。
「システム化によって自動化が進み、効率的に
なった点はいくつもあります。従来は各社単体の
決算の数字から、連結決算用に手作業でデータ
を作成していましたが、これが削減されたのが
大きな効果です。グループ会社側で決算を行っ
たら、そのデータを渡すだけで済むようになりまし
た。これまでは連結決算用のデータを作成する
ために、日から 日かかっていましたが、この部分
の作業がなくなるので、効率化とスピードアップに
つながっています。また、連結用にデータ加工し
ていた部分が自動化されたので、データの精度
も上がることが期待できます」
さらに導入に合わせて、業務面の改革も推進。連
結決算業務自体の見直しも行われました。
「最終的に を選択したわけですが、業務の
流れもそれに合わせて、見直しを行いました。連
結ベースでの最適な業務の役割を再検討した
り、集約したりといったことで、新しいシステムを
より効果的に運用できる環境が整えられたかと
思っています」竹生氏
また実際の業務においては、そのリアルタイム性
が効果を上げていると、竹生氏は言います。
「経費などのデータはリアルタイムに処理されるの
で、データを随時参照できるというのは非常に便
利です。月ごとの業務にしても、これまでは月次の
バッチ処理が終わってから帳票ができ、それから
経理業務をスタートするという流れでした。その
ため、月末・月初に業務が集中してしまうのが悩
みでした。しかし今では現時点の状況をすぐに
取得して業務にかかれるので、月次の処理を待
たなくても、あらかじめ事前の準備を進めておけ
るようになり、業務を平準化できるという効果も出
ています」

将来展望
会計システムをフロントランナーとして
システムの再構築を推進
会計システムの導入は、 年 月にライオンとグ
ループ会社 社でスタート。 年 月までに国内
の連結子会社への導入を完了する予定。
「今回の会計システムの を利用した再構築は
当社にとってはかなり規模の大きいプロジェクトと
なりましたが、業務の高度化に対応したシステム
機能・情報の提供を実現することができました。ま
た旧来のシステムを使い続けることにより生じる、
システムのブラックボックス化、属人化も解消する
ことができました。本年度は、基本的な情報である
マスター管理システムの再構築やマーケティング
情報のデータベースの高度化を予定しており、さら
にその後は販売・物流系のシステムの再構築を視
野に入れています」日比野氏
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